
福れとサ ロン等事業補助金交付取扱要領

(目  的 )
第 1条  この事業は、ひ とり暮 らし高齢者及び虚弱の高齢者等が気軽に集 えるサ
ロン等を開設 し、大山地区住民 とのお、れあいの中で孤立感の解消、心身機能の

維持 と向上を図ることを支援するととt)に 、大山地区住民が福祉活動に参加 し、

明るく住み よい福社のまちづ くりを推進することを目的 とする。

(実施主体 )

第 2条  この事業の実施主体は、大山郷づ くり協議会 (以 下 「郷協」 とい ぅ。)
及び大山地区内各 自治会 (以 下 「自治会 Jと い う。)並 びに郷協が認 めた大山
地区内の福祉等ボランテ ィア団体 (以 下 「団体」 とい う。)と する.
2 自治会及び団体は、事業の継続に努めなければならない。
3 この事業の 目的を達成するため、郷協は自治会及び団体 と緊密な連携を図
り、事業の円滑な推進に努めなければならない。

(実施回数 )

第 3条  この事業の実施回数は、郷協 と協議 し決定す る tぅ の とする。

(実施場所 )

第 4条  この事業の実施場所は、自治会の公民館等 とする。

(実施内容 )

第 5条  この事業の内容は、次の各号に掲げるもの とする.
(1)基本事業 (毎 回 )
ア 茶話会
イ レクレーシ ョン (福祉サ ロン)
(2)選択事業
ア 健康チェック
イ 昼食の提供
ウ 趣味教養講座
工 健康教室
オ 介護 予防体操 (デ カボー体操等 )
(3)そ の他、この事業の目的達成のための必要な事業
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(対象者の範囲 )

第 6条  この事業の対象者の範囲は、次の各号に掲げる t)の とす る.
(1)事業を実施す る自治会に在住 し、概ね 65歳 以 上のひとり暮 らし高齢者、
高齢者所帯及び家に閉 じこ t,り がちな高齢者

(2)そ の他、会長が必要 と認めた者

(利 用者数 )

第 7条  この事業を行 うための利用者数は、郷協 と協議 し決定する.

(事業推進のための助 言及び協力 )

第 8条  この事業を推進するため、次の各号に掲げるモ)の の助言及び協力を得る
i)の とする.

(1)自 治会長

(2)民生児童委員
(3)民 生児童協力委員
(4)福 祉委員
(5)宝 育班員

(補助期間 )

第 9条  この事業の補助期間は、 1年 とし継続す るモ)の とする.

(補助全の金額 )

第 10条  この事業を実施す るため、自治会及び団体′ヽ予算の範囲内で別表 1に
掲げる額を上限 とし補助する.

2 前項に規定する補助の対象経費は、別表 2の とお りとするu

(補助金の交付申請 )

第 11条  前条の規定による補助金の交付を受けようとす る自治会及び団体は、
補助金交付 申請書 (様式第 1号 )、 事業計画書 (様式第 2号 )及 び収支予算書
(様 式第 3号 )を 郷協会長 (以 下 「会長Jと い う。)に 提出 しなければならな
t｀ 3

(補助金の交付決定 )

第 12条 会長は、前条の規定による補助金交付申請書等を審査 し、当該中請に
係 る補助金を交付すべきく)の と認めたときは、補助金の交付を決定する.

2 会長は、交付決定の内容を補助金交付決定通知書 (様式第 4号 )に より、
自治会及び団体に違知する。
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(補助金の請求 )

第 13条  会長は、前条の規定による交付決定を通知 した自治会及び団体か に)提
出される補助金請求書 (様式第 5号 )に より、補助金を資付す る.

(実績報告 )

第 14条  自治会及びEl体 は、事業完了後、速やかに補助事業実績報告書 (様式
第 6号 )、 事業報告書 (様式第 7号 )及 び収支決算善 (様式第 8号 )を 会長に
提出 しなければな らない.

(補助金の返還 )

第 15条  会長は、前条の規定による補助事業実績報告書等に基づき、使途等が
第 5条 に規定する事業内容 と岩 しく異なるときは、補助金の一部又は全部の返
還を求めることができる

(そ の他 )

第 16条  この取扱要領に定める |)の のほか、必要な細 日は会長が別に定める.

fl十   段叫

この取扱要領は、平成 28年 8月 11日 か ら施行す る。
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〇補助金の隈度額

実 施 i体 名 補 助 金 の 限 度 額

自 l台 20,Ooo円

団  体 利用者数  5名 以 L
〃  10名 以 L
′′  15名 以 L
〃  20名 以 上

5,00o円

10,000F11

15、 00o円

20‐ Ooo円

別表 1(第 10粂 関係 )

別表 2(第 10条 関係 )

〇対象外経費

対 象 外 l■t費

事業に関する人件費

アルコール類等の食料代

その他、領収書がない等の使途が不明な経費

O対象経費

科 目 内 容

融i ネL 金 :露 自而合手ブうp村ネL

消 耗 品 費 コビー用紙、文具事務用品 (ノ ー ト、鉛筆、封筒、用紙等 )

印刷製本費 資料印刷、コピー代

損害保険料

賃 借  料 機材等の レンタル料

食 料  費 食材費等

そ の 他
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様式第 1号 (第 11条 関係 )

補 助 金 交 付 申 請 書

平成   年   月  日

大山郷づ くり協議会会長 様

(自 治会・団体名 )

代表者住所

代表者氏名

平成   年度 にお いて、「福祉サ ロン等事業 Jを 下記の とお り実施 した
いので、補助金の交付 を願いた く補助金交付取扱要領第 11条 の規定によ
り、関係書類 を添えて申請 します。

記

1 事業の着 手予定年月 日     平成  年   月  日
事業の完了予定年月 日     平成  年   月  日

2 添付 書類   事業計画書 (様式第 2移 )
収支 予算書 (様式第 3号 )

①
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様式第 2号 (第 11条 関係 )

平成   年度 事 業 計 画 書

自治会・団体名 (

実 施 場 所 1回 の利 用者教 名

事 業 日 標

事

業

言|

口
「

実施 月 日 実施 時間 利用者数 主  な 内 容

月   日 名

月   日 名

月   日 名

月   日 名

月   日 名

月   日 名

ナ1    日 名

月   日 名

月   日 名

月   日 名

月   日 名

月   日 名
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様式第 3号 (第 11条 関係 )

(収  入 )

平 成   年 度 収 支 予 算 書

自治 会・ 団体名 (

(単位 i円 )

科 目 予 算 額 説 明

自 己 資 金

補 助  金

計

(支  出 )

本常 日 予  算 額 説 明

討
‐

(注 )収 支の計は、同額 とな ります。
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様式第 4号 (第 1 2条 関係 )

平成   年

につ いてヤよ、 金

す .

補 助 金 交 付 決 定 通 知 書

郷 協 第

平成  年
号

日

様

大山郷づ くり協議会

会 長

日付 で 申請 の あった 「福 祉サ ロン等事業 J補助 金

円を交付す る こ とに決 定 したので通 知 しま

-8-



様式第 5号 (第 13条 関係 )

補 助 金 請 求 書

円也

ただ し、平成  年   月  日付、郷協第   号の補助金交付決定
連知書による .

上記の とお り、補助金 を交付 された く、補助金交付取扱要領第 13条 の
規定によ り請求 します。

平 成   年   月  日

大山郷づくり協議会会長

(白 治 会・ 団体 名 )

代 表者住所

代表者氏名

振 込先金融機 関

「]座  番  号
日 座 名 義

金

様

①
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様式第 6号 (第 14条 関係 )

補 助 金 実 績 報 告 書

平成   年  月  日

大山郷づ くり協議会会長 様

(白 治会・団体名 )

代表 者住 所

代 表者氏名

平成   年度 において、「福祉サ ロン等事業 Jを 下記の とお り実施 しま
したので、補助金 交付取扱要領第 14条 の規定によ り、その実績 を報告 し
ます .

記

1 添付 書類   事 業 報告書 (様 式第 7号 )
収支決 算書 (様 式第 8号 )

領収 書 の写 ヒ′

活動 写 真

①
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様式常 7号 (帯 14条 関係 )

キ
生
成
tl度  事 →に キロ 告 書

白|な会 。同体名 (

モ画の和!Ffl千 攻

事 世成 R

,こ ち位IJ I」 実施時消j l」 用者券i
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補助金 申請に係る注意事項について

1 別表 1の 団体利用者数は、年間利用者数合計を実施回数で割った人数です。

2 補助金は、 1年間/1回 です。
補助金交付中請書に掲げる着手予定 日から完了予定 日までを 1回 とします .

3 郷づ くり協議会より別途受けた補助金等の使用 目的が、当該事業補助の内容
に合致 1ン ていると判断 した場合li補 助金の申請 をお断 りします.(重複補助 )

4 他の機関より補助を受けている団体は、事業費か ら他機関の補助金を除いた
額を限度 とし補助金を算定 します .

5 決算の関係上、補助金の請求は速やかにお願い します .
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